
1．はじめに：農地集積と農地市場をめぐる 
研究展開と今村・梶井理論の位置

　農地問題に関しては，マルクス経済学においても
「農地集積と農地市場」という枠組みで問題の再設定
が可能であり，かつ重要である．マルクス経済学では
変化の主因を生産力の発展に求め，生産力格差あるい
は生産性格差が競争を通じて経済構造（生産関係）の
変化を導くとする．したがって，農業においても生産
力（性）格差を通じて経営間の優勝劣敗に決着がつき，
最も重要な生産手段である農地が集積されていくこと
となる．そこで最も重視されるのは農業の資本主義化
が達成されるかどうかであり，これまで農民層分解論

として多くの研究がなされた．とくに注目されるのは
経営間の生産力（性）格差であり，結果としての農地
集積（農地移動・農地流動）の方向と程度である．し
かし，現実は理論通りにはなかなか展開しなかった．
その根底に何があるのか．以下ではシンポジウムの課
題設定に即して農地集積と市場の問題に限定して議論
を進める．
　この局面を打破したのが，1970 年前後に現れた今
村・梶井理論（今村 1969（註 1），梶井 1970a，1973）
であった．今村が新潟下越地方の 1966 年米生産費調
査個票の再集計をもとに，下層（小規模作付階層）の
稲作所得を上層（大規模作付階層）の稲作剰余が上回
るという生産性格差の形成を確認し，さらに梶井が
1967 年米生産費調査の農区別集計をもとに北海道，
近畿，九州の農区レベルで再確認し，農地流動化の経
済条件成立と「稲作上層農」，「小企業農」の形成を展
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望したのである．これらは画期的な指摘であった．特
定の階層の所得（労働所得を含む混合所得）相当額が
地代として提供されうるということは，文字通り「何
もしない」で農地を貸し付けたほうが収入が多いこと
を意味する．いわば究極の生産性格差といえる．しか
しそれ以降の現実は，大規模階層への農地集積（想定
通り）と流動テンポの緩慢さ（想定以下）であった．
このテンポは，農業構造の変化をもたらすには不十分
な速度として一般的に理解されている（註 2）．それ
では，そうした農地流動テンポの緩慢さは何に起因す
るのか，これが次の問題となる．
　今村・梶井理論が出現する以前の研究史を振り返れ
ば，農地問題に関する多くの研究と論争がある．現在
問題にするような意味での農地問題にかかわる理論的
検討はかなり行われ，残された課題はその実証という
状況であった．たとえば農地価格論では，日本の農地
価格が高い理由として，地価形成が農地集積前の経営
全体の平均費用ではなく，取得した農地の追加による
限界費用低下を背景にするからだとすでに説明されて
いる．これは，日本の零細分散錯圃制を踏まえての
1950 年代（ex. 阪本 1958）の議論である．また，団地
化メカニズムも隣地集積のほうが分散地の追加的取得
よりも限界生産性を向上させるという理論的検討から，
その作用が仮定されていた（阪本 1958：pp．210─215，
高橋 1963）．
　しかし，その後の「地代と地価の分離」（阪本
1968），「農地価格の土地価格化」（梶井 1973）は，

「農地価格論の終焉」（伊藤 1984）をもたらすことと
なる．それ以降，現実の農地流動・集積方法は売買か
ら賃貸借に劇的に転換した（註 3）．そうした中で現
れた今村・梶井理論は，農地価格・地代に関するあら
ゆる角度からの「理論研究」を超越しうる理論として
登場したのである．とはいえ，なおしばらくは今村・
梶井理論が見いだした生産力格差は現実場面で「実体

化」しなかった．この理論では，単位面積当たりでみ
て

小規模階層の農業所得≦大規模階層の農業剰余
という生産力（性）格差が農地集積を飛躍的に進める
条件となるとしたが，実際にはこの格差を意味あるも
のにする借地料水準が成立しない限り，農地流動は進
まないからである．すなわち，

小規模階層の農業所得≦実際の借地料 
≦大規模階層の農業剰余

という関係の成立が農地流動を加速させる条件となる．
ところが，この関係も 1980 年代中頃に成立する（盛
田 1988，1998）．問題は，それでも農地集積は劇的に
は加速しなかったことである．
　マルクス経済学ではこれ以降，前述のように農地流
動化，農地の集積に関する研究は停滞期を迎える．そ
れは，農地流動・集積問題に関して経済学的解明の限
界に突き当たった，あるいは経済的条件の検討が十分
に行われ，それ以上の経済学的な説明は難しいと理解
されたからではないか，と推察される．農地は単なる
生産手段でも経済財でもない．農地はそれ以上のもの，
と考えるほかないという現実に理論の限界を思い知ら
されたのかもしれない（註 4）．

2．マルクス経済学における農地問題の位置づけ： 
農民層分化・分解論との関連

1）農民層分化・分解論
　マルクス経済学では農業における資本主義的経営の
成長（農業の資本主義化）が理論的に「正常な」姿と
して想定されており，実際に 19 世紀のイギリスでは
それが実現されたわけである．後進資本主義国である
日本においても，農業の資本主義化の動きがあるのか
ないのかが重要な関心事となった．これを逆からいえ
ば，農業の資本主義化＝正常な農民層分解が進まない
とすれば，それは日本経済の資本主義としての「正常
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（註 1）新潟下越地方の米生産費調査個票再集計をもとに「下層稲作所得≦上層稲作剰余（余剰）」を初めて提起したの
は，今村（1969）の前年に公刊された阪本（1968）の研究報告に対する今村の指摘（阪本 1968：pp．102─103）では
ないかと思われる．

（註 2）ただし，そもそもどういうテンポが「想定」されるべきであり，またそれは実現可能か，という議論は必ずし
も十分になされていない．構造変動の程度（テンポ）の評価基準と評価それ自体については，理論的にも実証的にも

（時系列および国際比較の両面から）検討が必要であろう．
（註 3）とはいえ，農地価格について農業収益と関連づけて説明する努力は継続される．たとえば，磯辺（1970，1985），

武部（1984），宮崎（1985）などがある．
（註 4）いわゆる昭和ヒトケタ世代の存在と行動に留意する必要がある．この世代にとって他産業への就業はほとんど

期待しがたいわけで，そうした場合，「地代を受けとり何もしない」ことは合理的選択ではないかもしれない．現有
機械・施設が稼働する限り耕作継続を志向する方が「ふつう」の選択とも考えられる．



な姿」からの乖離を意味するものとして解釈された．
すなわち，過渡的形態としての小農の存在＝「遅れ
た」経済・経営形態，として把握されたのである（註
5）．たとえば東畑ら（1959）では，高度成長開始期の
1955 年に至る日本農業を「過小農制」ととらえ，そ
のもとでの農民階層「分化」を，明治期の寄生地主体
制の発展を伴う自作中農の両極分化・激しい落層化

（小作化・零細化），大正・昭和期の中農標準化，昭和
戦後期の農地改革による（加えて海外引揚者の開拓就
農等による）全般的零細化，1950 年以降（1955 年ま
で）の中農標準化傾向の再現，と整理している．
　これまでの農民層分化・分解に関する研究は，日本
資本主義あるいは「全経済構造」と農業との関連にお
ける作用と，農業内部の階層間競争関係の両面から分
析が行われてきた．農民層分化・分解が進行するメカ
ニズムは，大経営など競争力に勝る経営が小経営など
を駆逐していくプロセスと重なるが，それは現実的な
想定か，何らかの条件を伴う必要があるのかどうか，
が解明されなければならない．こうした農民層分化・
分解論の展開に関して梶井（1985）の整理があり，日
本における農民層分化・分解論のエポック・メーキン
グな文献として阪本（1961・1963）をあげ，農民層分
化・分解の必要かつ十分条件として，①産業利潤率＞
前期的利潤率，②大経営の生産物の生産価格＜小経営
の生産物の費用価格，が示されていること，第 2 の条
件が満たされるには大経営と小経営の労働生産性の格
差が「充分に大きくなっていること」（阪本 1961・
1963：p．77）が必要であると指摘している．これは
後の今村・梶井理論の意味を先駆的に示した指摘とし
て重要である．
2） 大規模経営と小規模経営の生産性・競争力格差
の検討

　大農論と小農論，あるいは大経営と小経営では農業
においてどちらが競争優位にあるのかという問題設定
は，いうまでもなくカウツキーの『農業問題』（Kaut-
sky 1899）以来の議論である．本来的には，この優位
性の検討は大経営と小経営の生産性格差に基づいて議

論すべきであり，経営全体の生産性・収益性の成果を
比較して結論を導くこととなる．そのため，検討手続
きとしては経営全体の経済性を検討できる農家経済調
査などを用いた研究となる．しかし，一方では農家経
済の多様性（主に経営部門編成の違い）もあり，しば
しば行われる農業経営・農家全体の経済性，すなわち
農家階層別（経営耕地面積階層別など）の経済余剰，
土地・労働生産性等による比較は，生産性格差を示す
ものではあってもその格差形成メカニズムを直接観察
するものではない（註 6）．このため，研究史をみれ
ば，生産性格差による経営間競争の結果である農家階
層構成の変化に注意が向かい，それが農民層分化・分
解論の中心的テーマとなる（註 7）．こうした方法は
的外れというわけではない．なぜなら，農業経営は多
様性を内包する存在である．立地地域の自然的・社会
経済的条件を反映し，また経営者の能力や志向を反映
して各種多様な作目・作物を取り入れた経営が営まれ
ているのが通常である．また複合経営が合理的な場合，
多様性は一挙に高まる．現実の経営がそういうものな
ら，経営間競争は総合力の成果を競うものと考えたほ
うが自然である．
　とはいえ，ここに日本的特殊性が加わる．それは稲
作の重要性と，その生産基盤である水田の存在感であ
る．網野善彦のいうように，過度の「水田史観」は慎
むべきであろうが（網野 1980：pp．63─75），それでも
多くの地域の大多数の農家にとって，水田は特別の土
地である．また農家経済に占める稲作の比重，水田の
もつ意義は少なくとも明治期以降は絶対的に近いもの
であった．そのような稲作で階層間生産性格差が確認
されたことは，絶対的な競争力の差を示すものであっ
た．こうした経済条件の成立を背景に，それ以降，新
しい担い手の性格規定をめぐる議論が活発化していく．
そして大型小農（大内力），小企業農（梶井功），資本
型上層農・あたらしい上層農（伊藤喜雄），企業的小
農経営（御園喜博）等の命名と性格規定をめぐる議論
が展開していく．小池（1996）でも整理しているよう
に，農民層分解論的な議論は農業の担い手論に移行し
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（註 5）戦前の日本資本主義論争もそうした一面をもつといえる．なお，宇野経済学においてはいわゆる三段階論によ
り，帝国主義段階（さらに国家独占資本主義段階）において農業の資本主義化の進行は停滞ないし阻害されるととら
えている．この問題は農外企業の農業参入が注目される現在，農業の企業形態論として研究が深められる必要がある．

（註 6）この点は，たとえば「稲作単一経営」などの同一の経営類型ごとに比較した場合は，かなり改善される．しか
し一方で，地域性（地域格差）の混入という軽視できない難点が入り込んでいる．

（註 7）たとえば，石渡（1955），綿谷（1959），牛山（1975）などは農民層分化・分解を示すものとして農家階層構成
変化をとらえている．このような理解は一般的なものといえる．そうであるからこそ，栗原百寿が提起した「中農標
準化傾向」が一大論争を引き起こしたのである．



ていくのである．
　同時に，次のことに留意しておかなければならない．
今村・梶井理論は圧倒的な規模間格差形成を明らかに
し，強烈なインパクトを与えたとはいえ，それは日本
農業の過小農制のもとで発現したに過ぎない，という
ことである．本来的には，過小農制をある程度脱却し
た段階で，農地市場分析を行うことが理論的には重要
と思われる．もし日本農業が過小農制をある程度克服
することができた暁には，より一般化した土俵上で農
地市場分析をあらためて行わなければならないであろ
う．われわれに課せられた現在の課題はそれゆえ，過
渡的段階における農地市場分析だといえよう．

3．日本における農地流動メカニズムに関する 
研究の展開：農地価格論・地代論および 
農地流動に影響を及ぼす諸要因の検討

1）農地価格論から地代論・借地料論への展開
　 以 下 で は 主 と し て 阪 本（1958，1968，1982a，
1982b）に依拠しながら農地価格論の展開を整理して
おきたい．農地市場の構造分析としては，明治前・中
期（明治 10～20 年代）における「前期的土地市場」
の存在が阪本（1958）により示されている．それによ
れば，当時の市場・経営経済条件（農産物市場の前期
的構造）の検討を踏まえて，農民にとっての農地採算
価格と地主・商人にとっての採算価格の分裂（実現さ
れる農産物販売価格と借入可能金利，さらには物納小
作料の格差を背景）があったとされる．そして，「耕
地の供給曲線は，通例のばあいの耕地の供給曲線とは
反対に，むしろ右下がりの傾向，価格減・供給増の傾
向を，もつ可能性が充分にあった．そしてそういう右
下がり的な耕地供給曲線が，前項でもみたような急激
な右下がりの耕地需要曲線（東京ではそれほど下がら
ないが）と交る（ママ）ところで，耕地の市場価格と，
耕地売買量とがきまっていたとみられる」（阪本 1958，
p．120），というのである．この結果，「生産物価格

（米価）≒農地価格」の高低と農地売買量の逆相関
（農業不況期ほど農地売買は活発化），が観察される．
これに対し，大正初期以降（農地改革以前）は（前期
的農産物市場の解消による）農地市場の構造変化がみ
られる．すなわち，近畿型（「近畿その他」）のやや近
代化した農地市場と，東北型（「東北その他」）の前期
的性格が残る農地市場の形成である．

　以上の農地市場分析を踏まえて，「耕地分散制（Par-
zelleneigentum）の農地価格論（日本における農地価
格論）」が検討される．その要点は，「限界原理の導入

（追加的地片取得の農地価格論・借地料論）＝流動資
本（＋可変資本・労賃）のみの費用化」である．つま
り，

支払可能借地料＝粗収入－平均生産費
ではなくて，

支払可能借地料＝粗収入－限界生産費
になるというのである．さらに，「分散地地片の追加
による増加生産費＞接続地地片の追加による増加生産
費」であることから，「分散地地片の支払可能借地料
＜接続地地片の支払可能借地料」となり，耕地分散制
下の農地価格は（経済的に合理的な水準の）借地料か
ら乖離するという結論が導き出されている．
　続いて戦後段階の農地価格論として，小作料統制に
よる低地代と「利潤範疇の成立をゆるさぬような高い
耕地価格」形成（ヤミ小作料の水準を考慮しても高い
農地価格の形成）を指摘し，「農民的採算価格（農民
のソロバン・勘）」の解明＝理論的説明，へと向かう．
そして，1960～1965 年頃までは「農地価格が農業の
わくのなかだけで考えることのできた時期」（阪本
1968，p．3）であり，「耕地分散制の農地価格論」適
用可能期とされる．ところが　1961 年以降，日本勧
業銀行不動産研究所と全国農業会議所の農地価格調査
の乖離が観察されるようになり，「農地価格の土地価
格化」（梶井 1970b）現象が生じる．阪本（1968）で
は，1967 年頃までの農民的採算価格の詳細な描写が
示されているが，ついにはそれを超越する価格形成を
確認することになる．すなわち，経済学的理解を超え
る水準の農地価格の農民的計算・採算（農民的合理
性）による説明と，さらにそれをも上回る地価上昇が
確認される（註 8）．すなわち，1971～1972 年頃の

「土地価格化終了」（伊藤 1984，p．236）であり，「農
地価格の消滅」と「農地価格論の終焉」という整理で
ある．これ以降，地価と地代の分離が進み，地価は

「農業収益の手のとどかないところで」，「買い手の支
払能力によって決定」され，地代は「農業収益の支払
能力によって上限を画される」状況となった（伊藤
1984：pp．240─241）．
　こうした整理は基本的にうなずけるが，佐伯尚美が
農地価格論における農地市場構造分析の必要性を提起
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（註 8）伊藤はこの時期に「技術障壁論」，すなわち 3 ha 規模での農地購入頭打ち現象を指摘する（伊藤 1984：pp．232─
233）．こうした生産力的限界が稲作中型技術体系の形成によって技術的に突破され，上層経営の規模拡大が進行して
いくという理解である．技術展開論，生産力展開論としてみると興味深い．



していることにもふれておきたい．佐伯（1976）は，
農地市場が「不完全競争市場」（政策による規制と局
地的市場形成）であること，売買当事者の「事情」

（売り手における安定兼業化と資産的保有性向の強ま
り）の影響度合い解明や市場価格を規制する階層確定
の必要性，などを指摘している．
2） 農地借地料（地代論）に関する研究の展開と論
点

　「農地価格の土地価格化」が進んだ時点で展望され
たのは，農地貸借による規模拡大であった．こうした
前提に立って，日本農業を担う新たな農業経営体（生
産力の担い手）に関する研究が展開する．たとえば，
今村・梶井理論を受け止める形で伊藤（1973，1979，
1984）が生産力分析を起点とする農民階層構成の変化
を実証的に解明しているのは，その典型である．しか
し，全体として借地料に関する研究は少なくなる．そ
の 中 で は 磯 辺（1982，1985）， 武 部（1984）， 宮 崎

（1985）などの研究は注目される．磯辺は「低賃金・
高地代」の構造を一貫して批判し，「労賃と地代の衝
突」という現象が戦後の自作農構造を反映したとする．
また，武部は農地市場分析という視点を明確に意識し，
地域性に対応した市場タイプ別のモデル分析を行って
いる．さらに，宮崎は借地料（宮崎は「小作料」とす
る）の包括的な分析を行っており，最近に至るまで借
地料分析としては最も体系的な研究である．とはいえ，
30 年近くも前の宮崎（1985）がそうした評価を受け
るほど，日本農業における地代・借地料研究は近年に
おいて手薄である．これはなぜか，が問われなければ
ならない．1 つの論点としては，生産力（性）格差を
検討する場合，家族経営における自家労働評価をどの
ように行うか，という問題である．これは磯辺が基本
においた課題である．自家労働評価問題は農地価格・
借地料を研究する場合，もっとも頭を痛める問題の 
1 つである．いってみれば，農地市場における競争力
の形成要因の根幹をなす問題である（註 9）．
　加えて，農地という生産手段・生産財は単なる経済
財でないことは共通認識になっている．しかし，それ
がどの程度農地取引に影響を及ぼすのか，農地市場の

「ゆがみ」をもたらすのか，ということについて定性
的には多くの指摘があるにしても，定量的な評価は高
橋（2010），草苅ら（2011）などの研究に限定されて
いる．

4．現段階における研究課題

　以上を踏まえたうえで，農地市場に関連して今後展
開すべき研究課題は以下の通りである．

①国内における研究史と海外における研究との接
続・整理．

②農地市場・農地取引に影響を及ぼす要因別の定量
的分析．

③現代日本農地市場の特殊性分析（1 回限りのプロ
セスであり歴史的再現性は乏しい）と昭和ヒトケ
タ階層リタイア後の「定常的」農地市場分析の必
要性，ならびに両者の関係・異同の整理．

④世界農業類型論に基づく農地市場分析と課題整理
（規模格差，農場制と零細分散錯圃の違いがある
市場を共通のモデルで説明できるのか）．

⑤農地の量的・面的集積に効果的かつ実行可能な手
法開発（税制，補助金，誘導効果，政策手法の評
価と提案）．

⑥農地の量的・面的集積に関する国際比較研究．
⑦家族経営・農民経営における農地の意味と意義
（自作地取得を通じて「資産構成」に占める農地
割合を高め，あるいは一定水準を維持しようとす
る農民行動の研究）．

　①については，零細分散錯圃制の国と農場制の国の
違いに留意した整理が必要であろう．農地の取引形態
が前者では地片ごと，後者では農場一括が多いであろ
う．これは実態認識や事例研究だけでなく，理論研究
にまで違いをもたらす可能性がある．
　②について．分析の前提として農地市場構造，農地
取引に影響を及ぼす諸要因の構造化が必要である．こ
の点では①の研究との連携が求められ，国別，地域別

（たとえば日本でも都府県と北海道では相当に異なる）
の諸要因間の因果関係がモデル的に整理され，要因の
影響度（説明変数による説明力）が分析されなければ
ならない．しかし，これはデータの選択・収集におい
て相当の困難が予想される．
　③の意味であるが，現代日本の農地市場は農業者

（農業経営者・農業労働力）の年齢構成が極めて特異
なことに由来する特徴がある．戦後復興と高度成長の
過程において，昭和ヒトケタ層が農業の主要な担い手
を形成してきた．この階層は，国民経済の変化，自身
の加齢によって農外労働市場への移動が想定しがたく
なり，今日に至っている．この階層が現役でいる状態

106

（註 9）磯辺（1970）を参照．また，横山（2008）が須田（2006）の研究を引用して，自己労働評価の主体別の違いが
農地流動に影響を及ぼすとしている．



と，リタイアした以降とでは農地市場の構造が大きく
変わることは自明である．したがって，農地市場分析
においても，現在の市場構造を前提とした分析と，昭
和ヒトケタ層のリタイアによって農業者の世代交代が
終わった状況下の市場構造の分析がともに必要となる．
さらにいえば，前者は歴史プロセスとしてみれば再現
性のない一度限りの歴史プロセスを分析することにな
るであろうし，後者はより普遍的な条件下での農地市
場分析となる．
　④については，①との関連もあるが，何よりも農業
構造の歴史的背景と国別の規模格差の違いが市場にい
かなる作用を与えるか，という問題意識をもって農地
市場分析を行うべきである．とくに東アジア・欧州諸
国と，アメリカなどの新大陸諸国では規模格差が圧倒
的であり，そうした格差を解消することは可能かどう
か，不可能であるとしてそれを縮小する方向への取り
組みは可能であるかどうか，市場構造とも関連づけた
検討が必要である．
　⑤と⑥であるが，日本における（実は東アジア共通
の課題）規模拡大と面的集積を実現するために有効な
政策手法・手段は，はたしてあるのかどうか．それが
あるとすればどのようなものか．また実行可能なもの
かどうかを検討するため，日本を含めた各国（とくに
東アジア）の経験を調査し，事例研究を通して実行可
能性と普遍化の見通しを探ることが重要である．
　⑦については，農地のもつ意味は農業経営の主体に
よって大きく異なる．端的にいえば，農民と企業とで
は相当に違いがある．農業の企業化が今後とも進展す
るとして，主体別の農地保有の意味と意義（社会的側
面，経営的側面，個人の性格に応じた違い）を明らか
にすべきではないか．それは農地取引と市場構造にか
なりの影響を及ぼすからである．
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要旨：マルクス経済学における農地集積と農地市場問題に関する研究レビューを行った．農地集積と農
地市場の分析は，農業の資本主義化と関連づけて行われてきた．すなわち，農民層分解論として研究が
進められ，大規模経営と小規模経営との経営間競争が注目されてきた．また歴史的には農地市場構造の
特徴に着目した研究が行われ，農地価格論の発展がみられた．とくに注目されるのは，耕地分散制のも
とでの農地価格決定理論である．日本の高度経済成長による農地価格の高騰は，経済分析の限界をもた
らした．1970 年頃に現れた今村・梶井理論は，稲作の階層間生産性格差を発見し，農民層分解の加速
を展望した．それ以降，農業の担い手に注目した研究が展開する．

キーワード：農地市場，農地流動，農地価格，農業構造，借地料


